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研究要旨 

本研究では、喫煙抑制政策における政治経済学的な側面について、特にたばこ税率の設

定に関する文献整理を行い、日本のデータに基づく予備的分析を行った。喫煙抑制政策に

関するこれまでの政治経済学研究は定性的な論考が中心であり、データに基づいて分析し

たものはほとんどない模様である。この状況は、海外においても同様であり、たばこ税率

の決定メカニズムに関する定量的な研究からは重要な知見が得られるものと期待される。

今回試みた分析では、たばこ増税からたばこ税収への因果性は確認できたが、たばこ税収

からたばこ税額への因果性は確認できなかった。分析に用いた変数との強い関連が疑われ

る要因を制御するなど、さらに研究を精緻にする必要があることが明らかになった。 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、喫煙抑制政策における政

治経済学的な側面について、特にたばこ税率

の設定に関する文献整理を行い、データによ

って仮説を検討することである。たばこ税が

たばこ需要に与える影響を分析した研究は世

界中に数多いが、そのほとんど全ての研究が

税率の設定を外生的であると暗黙のうちに仮

定している。 

しかし、現実には、たばこ税の税率は財務

省をはじめとした所管官庁が財政や国民健康

を両にらみにして決定する。我が国において

はたばこへの需要は徐々に減少してきた。一

方、たばこからの税収は数十年にわたってお

よそ２兆円を維持してきている。こうした事

実は、たばこ税によってたばこ需要を抑えて

きたというよりは、たばこ需要の減少に合わ

せてたばこ税率を上げ、税収額を一定に保っ

てきていた可能性を示唆している。本研究で

は、その可能性を実際のデータによって検証

する。 

Ｂ．先行研究 

 たばこ税に関する政策研究はこれまでかな

り蓄積されている。そのかなりの部分は中・

低所得国を対象としたものだが（Bump and 

Reich（2013）のサーベイ参照）、先進国を対

象としたものも少なくない。なかでも、Shelly 

et al.（2013）は、州によって異なるたばこ税

率を比較し、共和党色の強い州ほど税率が高

くなることを指摘している。 

 国内でも、たばこ増税や喫煙規制が人々の

喫煙行動に及ぼす影響を分析した研究はかな

り多い（最近の代表例としては、Tabuchi et al. 

(2017)、Yorifuji et al. （2011）等がある）。

一方、政治経済学的な考察としては Gohma 

(2001)、Sobue （2007）など幾つかあり、

Tanigaki and Poudyal (2019)が包括的な展望論

文となっている。しかし、これまでの政治経

済学研究は定性的な論考が中心であり、たば

こ税をめぐる政策決定をデータに基づいて分

析したものはほとんどない。たばこ税率の決
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定メカニズムに関する定量的な分析からは重

要な知見を得られるものと期待される。 

 

Ｃ. 研究方法 

１．変数とデータ 

 日本政府が公開している年次データから

「たばこ税額」、「たばこ税収」、「進捗割

合」の３つの変数を作成した。変数の説明と

使用したデータ及びその出典を表 1 に示す。

たばこ税額とたばこ税収は 1985 年～2019 年

の期間、進捗割合は 1988 年から 2019 年の期

間のデータである。また、各変数の記述統計

を表 2 に示す。 

 

 

表 1 変数とデータの出典 

変数名 データ 出典 

たばこ税額 
紙巻きたばこ一本当たりのたばこ

税額 

財務省「金融統計月報」、総務省

「地方税に関する参考計数資料」 

たばこ税収 
国たばこ税収（たばこ特別税を含

む）と地方たばこ税収の合計 

国税庁「統計年報」、総務省「地方

税に関する参考計数資料」 

進捗割合 

国たばこ税収（たばこ特別税を含

む）の決算額 ÷ 国たばこ税の予

算額 

財務省「租税及び印紙収入決算額

調」 

 

表 2 記述統計 

変数名 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

たばこ税額（円） 35 8.146 3.354 1.132 13.244 

たばこ税収（兆円） 35 2.130 0.149 1.750 2.380 

進捗割合 32 1.014 0.057 0.930 1.264 

２．Toda-Yamamoto approach による Granger

因果性検定 

Granger 因果性を分析するために、Toda and 

Yamamoto (1995)が提案する方法を用いた。こ

こではレベル変数を用い、真のラグ次数が k

である VAR(k) モデルに、変数の和分の最大

次数 𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 分のラグを加えて VAR(k +𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚) 

モデルとして推定することで、漸近理論に従

う MWALD（Modified WALD）検定統計量を

算出する。 

分析には 2 変数のベクトル自己回帰 (VAR)

モデルを用いる。たばこ税額とたばこ税収か

ら成るモデル１と、説明変数を進捗割合から

成るモデル 2 の二つのモデルにおいて Granger

因果性検定を行った。なお、たばこ税収とた

ばこ税額は自然対数をとった。また、、情報

量基準などを基に選択する最適ラグ次数を K 

とすると、VAR(K + 𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚)の推定式は以下の

ようになる。 

𝑥𝑥𝑡𝑡＝𝑎𝑎1 + ∑ 𝛽𝛽1𝑖𝑖𝑥𝑥𝑡𝑡−𝑖𝑖
𝐾𝐾+𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑖𝑖=1 + ∑ 𝛾𝛾1𝑖𝑖𝑦𝑦𝑡𝑡−𝑖𝑖

𝐾𝐾+𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑖𝑖=1 +

𝑢𝑢1𝑡𝑡               (1) 

𝑦𝑦𝑡𝑡＝𝑎𝑎2 +∑ 𝛽𝛽2𝑖𝑖𝑥𝑥𝑡𝑡−𝑖𝑖
𝐾𝐾+𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑖𝑖=1 +∑ 𝛾𝛾2𝑖𝑖𝑦𝑦𝑡𝑡−𝑖𝑖

𝐾𝐾+𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑖𝑖=1 +

𝑢𝑢2𝑡𝑡         (2) 

 (𝛼𝛼1, 𝛼𝛼2)は定数項、𝑢𝑢𝑡𝑡=(𝑢𝑢1𝑡𝑡,  𝑢𝑢2𝑡𝑡)' は誤差項

である。 
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(1)、(2)式を用いて、Granger 因果性検定を

行う。標本数は T で、t = 1,2,…,T とする。K

は VAR モデルの最適ラグ次数で、真のラグ次

数 k は未知であるので、情報量基準等を基

に最適ラグ次数 K を選択する。𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚は変数の

和分の最大次数である。𝑥𝑥𝑡𝑡、𝑦𝑦𝑡𝑡 には、それぞ

れたばこ税収、たばこ税額等の変数が入る。 

 Granger 因果性検定では、VAR(K+𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚)に

よって推定された係数のうち、𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚個の係数

を除いた最初の K 個の回帰係数が 0 となるか

を検定する。(1)式で言えば、帰無仮説𝐻𝐻0は、 

𝐻𝐻0: 𝛾𝛾11 = 𝛾𝛾12 = … = 𝛾𝛾1𝐾𝐾 = 0 

対立仮説𝐻𝐻1は、 

𝐻𝐻1: 少なくとも一つの 𝑖𝑖 (𝑖𝑖=1,2, … ,K) につ

いて、 𝛾𝛾𝑖𝑖 ≠ 0 

である。 

 

３ ．最適ラグ次数の選択 

VAR(k)モデルの真のラグ次数 k は未知なの

で、情報量基準を基に最適ラグ次数 K を求め

た。 

 

４ . 変数の最大和分次数 

変数の最大和分次数𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚を単位根検定によ

って推定した。 

 

５ . VAR モデルの頑健性 

VAR モデルの誤差の自己相関の有無を確か

める LM（Lagrange Multiplier）検定と、固有

値の安定条件の検定を行った。 

 

６ . Granger 因果性検定 

MWALD 検定統計量を用いて、たばこ税収

からたばこ税額への Granger 因果性検定を行

った。 

（倫理面への配慮） 

 一次データを扱う研究ではなく、特段の配

慮は要しない。 

 

Ｄ. 研究結果と考察 

１．最適ラグ次数の選択 

 最大ラグ次数を４として、VAR モデルの最

適ラグ次数 K を情報量基準、AIC と SIC を

もとに選択した結果、モデル１では AIC 基準

ではラグ２、SIC 基準ではラグ１が最適ラグ

となった。モデル２では、AIC、SIC ともにラ

グ２が最適ラグ次数となった。 

 

２．変数の最大和分次数 

 単位根検定の結果を表３に示す。 

単位根検定では、定数項と、定数項とトレ

ンド項を含んだ場合について ADF

（Augmented Dicky-fuller）検定と、ADF 検定

の結果を補強するために KPSS（Kwiatkowski-

Phillips-Schmidt-Shin）検定を行った。 

 検定の結果、トレンド項を含めた場合とそ

うでない場合で結果に大きな差はなかった。

たばこ税額、たばこ税収が I(1)過程、進捗割

合が I(1)または、I(0)過程となり、モデル 1、

モデル 2 ともに最大和分次数𝑑𝑑𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚は 1 となっ

た。 
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表 3 単位根検定の結果 

変数名 

ADF 検定 KPSS 検定 

ラグ

次数 

定数項 
定数項＋トレン

ド項 
定数項 

定数項＋トレン

ド項 

検定統計

量 
検定統計量 検定統計量 検定統計量 

ln たばこ税額 -2.90** -3.22* 1.39*** 0.20** 1 

Δln たばこ税額 -6.66*** -6.87*** 0.34 0.10 0 

ln たばこ税収 -2.15 -1.87 0.68** 0.30*** 1 

Δln たばこ税収 -6.05*** -6.05*** 0.27 0.03 0 

進捗割合 -3.35** -3.30* 0.10 0.08 1 

Δ 進捗割合 -6.25*** -6.13*** 0.03 0.03 0 

(注 1) Δ は一階差分、ln は自然対数をとったことを示す。 

(注 2) ADF 検定のラグ次数は、最大ラグ次数 K＝4 として、AIC を基準に選択した。 

(注 3) ADF 検定の帰無仮説は「単位根過程である」、KPSS 検定の帰無仮説は「単位根

過程ではない」。  

(注 4) ***、**、 *はそれぞれ、1％、5％、10％水準で有意であることを示す。 

表 4 LM 検定の結果 

  モデル 1 モデル 2 

VAR(K) K=1 K=2 K=2 K=3 

ラグ１ 0.060* 0.106 0.006*** 0.415 

ラグ２   0.392 0.284 0.777 

ラグ３       0.446 

(注 1) 表の数字は p 値で、***、**、*はそれぞれ、1％、5％、10％水準で有意であるこ

とを示す。 

(注 2) 帰無仮説は「誤差に自己相関はない」。 

(注 3) 横軸の K は VAR（K）モデルの最適ラグ次数。 

３．VAR モデルの頑健性 

 LM 検定の結果を表 4 に示す。LM 検定の結

果、モデル１では、有意水準 5％以下で誤差

に自己相関は認められなかった。また、VAR

モデルの固有値の安定条件の検定の結果、安

定条件を満たすことが分かった。モデル 2 で

は、ラグ 2 で、有意水準 5％以下で誤差に自

己相関が確認されたので、最適ラグ次数を 2

から 3 に増やして再び検定を行った。ラグ次

数を増やしたことで、自己相関は検出されな

くなったが、VAR モデルの安定条件の検定の

結果、安定条件を満たさないことが分かっ

た。 
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４．Granger 因果性検定 

 Granger 因果性検定の結果を表 5 に示す。モ

デル 1 では、AIC を基準に選択したラグ次数

1 のモデルと、SIC を基準に選択したラグ次数

2 のモデルの両方において、たばこ税収から

たばこ税額への Granger 因果性は確認できな

かった。たばこ税額からたばこ税収の Granger

因果性は、ラグ 1、 

 

表 5 Granger 因果性検定の結果 

  
VAR

（K） 
因果性の方向 

MWALD 検定統

計量 
p 値 因果性 

モ

デ

ル

1 

K=1  
たばこ税収→たばこ税額 2.36 0.124 なし 

たばこ税額→たばこ税収 7.70 0.006*** あり 

K=2 
たばこ税収→たばこ税額 2.55 0.279 なし 

たばこ税額→たばこ税収 7.77 0.021** あり 

モ

デ

ル

2 

K=2  
進捗割合→たばこ税額 1.05 0.591 なし 

たばこ税額→進捗割合 17.77 0.000*** あり 

K=3 
進捗割合→たばこ税額 0.80 0.85 なし 

たばこ税額→進捗割合 17.98 0.000*** あり 

(注 1) Granger 因果性検定の帰無仮説は「変数 A→変数 B へのグレンジャー因果性はな

い」。 

(注 2) ***、**、*はそれぞれ、1％、5％、10％水準で有意であることを示す。 

ラグ 2 の両方で確認された。また、モデル 2

では、誤差の自己相関がないラグ 3 のモデル

を用いて同様の結果が得られているが、この

モデルは VAR の安定条件を満たしていな

い。 

 

５．考察 

 モデル 1 においては、たばこ税収からたば

こ税額への Granger 因果性は確認できなっ

た。たばこ税収からたばこ税額への Granger

因果性は有意水 5％以下で確認され、たばこ

税増税はたばこ税収に影響を与えていると考

えられる。 

 モデル 2 では、情報量基準を基に最適ラグ

次数を選択したラグ 2 のＶＡＲモデルでは、

LＭ検定の結果、誤差項に自己相関があるが

わかった。誤差項の自己相関は VAR モデル

の係数にバイアスを生じさせるため、ラグ 2

のモデルによる推定結果の信頼性に欠ける。

誤差項の自己相関を取り除くために、ラグ次

数を 2 から 3 に伸ばして推定を行ったが、

VAR モデルの安定条件の検定の結果、安定条

件を満たさないことがわかったので、やはり

モデル 2 の推定結果は信頼性に欠ける。 

 誤差の自己相関や VAR モデルの固有値が 1

以上になる場合、VAR モデルの定式化に何ら

かの誤りがあることが考えられる。 

分析では 2 変数のみの単純なモデルを用いて

おり、消費税導入や消費税率の引き上げ、健

康意識の高まりに伴うたばこ消費量の減少

等、分析に用いた変数との強い関連が疑われ

る要因を制御していない。そのため、今後は

ダミー変数などを用いてそれらの要因を制御

して分析を行う必要がある。 
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Ｅ. 結論 

本研究では、喫煙抑制政策における政治経

済学的な側面について、特にたばこ税率の設

定に関する文献整理を行い、日本のデータに

基づく予備的分析を行った。 

喫煙抑制政策に関するこれまでの政治経済

学研究は定性的な論考が中心であり、データ

に基づいて分析したものはほとんどない模様

である。この状況は、海外においても同様で

あり、たばこ税率の決定メカニズムに関する

定量的な研究は重要な貢献を与えるものと期

待される。 

 今回試みた分析では、たばこ増税からたば

こ税収への因果性は確認できたが、たばこ税

収からたばこ税額への因果性は確認できなか

った。分析に用いた変数との強い関連が疑わ

れる要因を制御するなど、さらに研究を精緻

にする必要があることが明らかになった。 
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